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都道府県・指定都市総務部（局）長 殿 

（人事担当課、市町村担当課扱い） 

都道府県・指定都市国際交流主管部長  殿 

 

総務省自治行政局国際室長 

 

 

 

新たな地方公務員海外派遣プログラムの実施について（通知） 

 

 平素より、地域の国際化の推進につきましては、お世話になっております。 

 今般、地域レベルにおける国際交流が進展し、地方公共団体における国際交流施策も

多様化してきている中、各地方公共団体が、職員を海外へ派遣し、関係団体の支援を受

けながら、自らの創意工夫に基づいて、国際的な人材育成を実現することを趣旨とした

プログラムを平成２５年度より実施することとしましたので、お知らせいたします。 

なお、都道府県市町村担当課におかれましては、貴管内市区町村にご周知願います。 

 また、本プログラムは、添付資料の通り、「地方公務員海外派遣プログラム実施要綱」

（平成３年７月５日付け自治画第７５号）を改正して実施するものであること、申し添

えます。 

 

【添付資料】 

（別添１）地方公務員海外派遣プログラム概要 

（別添２）       〃      実施要綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連絡先】 

担 当：総務省自治行政局国際室 

馬宮課長補佐、小池係長、中野事務官 

ＴＥＬ：03-5253-5527  ＦＡＸ：03-5253-5530 
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■総務省   ：プログラムのとりまとめ・・・実施要綱の策定、PR、派遣職員の募集・決定、相談窓口など 

■ＪＩＡＭ  ：国内部分のサポート・・・・・・事前研修、事後研修など 

■ＣＬＡＩＲ ：海外部分のサポート・・・・・・海外派遣中の各種活動支援など 

■地方公共団体：プログラムの実施主体 

地方公務員海外派遣プログラムの概要 

役割分担 

 
■趣旨    ：各地方自治体が、創意工夫に基づき、ＪＩＡＭやＣＬＡＩＲの支援を受けながら、自主的に 

        国際的な人材を育成することを実現（海外研修の具体的内容は各地方自治体の判断で決定） 

■派遣期間  ：約４カ月（国内での研修を含む） 

■派遣対象国 ：限定はないが、CLAIRの支援は当面の間、米国及び英国 

■派遣対象職員：一定の語学力を有する者 

スキーム 
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１月 ６月 ８月 ９月 ７月 ５月 

JIAMによる 
サポート 

CLAIRによるサポート 
（サポート対象国は、アメリカ、イギリス） 

派遣職
員決定 

平成２５年 

・・・ 

海外派遣 
地方公共団体（派遣職員）自らが、その創意工夫によって、

海外派遣の具体的内容を企画し、取り組む武者修行研修） 

約３ヶ月 

事後 
研修 

２日間程度 

・事前に各自 
 レポート作成 
・成果報告会 
・交流会 

・自主テーマに基づく研究 
・サマースクール（専門分野又は語学） 
・関係機関／企業団体訪問・ネットワーキング 
・海外自治体等での訪問研修 
・国際交流・実務の実践（クレア事務所業務体験） 等 

事前研修 
約２週間 

教養 
研修 

語学 
研修 

・教養科目 
・意見交換会 
・ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ 
・交流会  等 

・英語研修 

JIAMによる 
サポート 
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地方公務員海外派遣プログラム実施要綱  

 

（ 平 成３ 年 ７ 月 ５ 日 策 定 ）  

      改 正  平 成  ９ 年 ８ 月  

         平 成 １３ 年 ６ 月  

        平 成 ２ ４年 １ ０ 月  

１  趣 旨  

  地 域 レ ベ ル に お け る 国際 交 流 が 進 展 し、地 方 公 共 団 体に お け る国 際 交 流 施 策

も 多 様 化 し て き て お り 、海 外 にお け る 研 究 、研 修 等を 通 じ て 国 際 的な 感 覚 と 視

野 に 富 ん だ 職 員 を 養 成 す るこ と が 課 題 と な っ てい る 。ま た 、情 報 化の 進 展 に よ

り 、国 内 は も と より 海 外 にお け る 行 政 の 具 体 的実 例 を 比 較・研 究 し、行 政 の 運

営 に 役 立 た せ て い く こ と が求 め ら れ て き て い る。  

  こ の た め 総 務 省 は 、 必要 な 資 質 を 備 え た 地方 公 共 団 体 の 職 員 を対 象 と し た

「 地 方 公 務 員 海 外 派 遣 プ ログ ラ ム 」（ 以 下「 本 プ ロ グラ ム 」と い う 。）に 所 要

の 財 源 措 置 を 講 ず る と と もに 、 全 国 市 町 村 国 際文 化 研 修 所 （ 以 下 「Ｊ Ｉ Ａ Ｍ」

と い う 。）に よ る 研 修 、（ 財 ）自治 体 国 際 化 協会（ 以 下「 Ｃ Ｌ Ａ ＩＲ 」と い う 。）

に よ る 各 種 の 活 動 支 援 等 の支 援 措 置 を 講 ず る こと と す る 。  

 

２  実 施 主 体  

  地 方 公 共 団 体 と す る 。  

  地 方 公 共 団 体 は 、本 プ ロ グラ ム の 実 施 主 体と し て 、具 体 的 な 研修 計 画 等 の 策

定 及 び 当 該 研 修 計 画 等 に 沿っ た 支 援 の 選 択、派 遣 先 機 関 の選 定 や 必 要 な 調 整 等

を 行 う こ と と す る 。  

 

３  事 業 の 総 括  

  総 務 省 と す る 。  

  総 務 省 は 、本 プ ロ グ ラム に 関 す る 周 知 、派 遣 職 員 の募 集・決 定 、地方 公 共 団

体 か ら の 相 談 対 応 等 、 本 プロ グ ラ ム の と り ま とめ を 行 う こ と と す る。  

 

４  事 業 内 容  

（ １ ） 概 要  

  本 プ ロ グ ラ ム は 、 各 地 方 公 共 団 体 が 、 自 ら の 人 材 育 成 の 考 え 方 に 沿 っ て 、

支 援 主 体（ Ｊ ＡＩ Ｍ 、Ｃ Ｌ Ａ Ｉ Ｒ）に よ る 活 動支 援 を 受 け な が ら、創 意 工 夫
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を 活 か し て 、自 主的 な 研 修活 動 を 企 画 し 実 施 する こ と を 可 能 と す るも の で あ

り 、 具 体 的 に は 、 次 の ① ～③ で 構 成 さ れ る 。  

① 事 前研 修 （ Ｊ Ｉ Ａ Ｍ で の 教 養 研 修 、 語 学 研 修 ） 【 約 ２ 週 間 】  

   ② 海 外 派 遣 （ Ｃ Ｌ ＡＩ Ｒ の 支 援 を 受 け なが ら 海 外 研 修 ） 【 ３カ 月 程 度 】  

   ③ 事 後 研 修 （ Ｊ Ｉ ＡＭ で の 成 果 評 価 ・ 報告 会 ） 【 ２ 日 間 程 度 】  

（ ２ ） 派 遣 の 対 象 と な る 職員  

  派 遣 の 対 象 と な る 職 員は 、 海 外 に お け る 研究 、 研 修 等 に 従 事 する た めに

必 要 な 語 学 力 を 有 す る 者 とす る 。  

（ ３ ） 職 員 の 身 分  

こ の 派遣 は 、地 方 公 務 員 法第 ３ ９ 条 に 基 づ く 研修 で あ り 、研 修 元 団体 に お

け る 身 分 取 扱 い は 、 原 則 とし て 出 張 と す る 。  

（ ４ ） 派 遣 期 間  

当 面 の間 、 原 則 と し て 、 約４ か 月 （ 国 内 で の 研修 を 含 む ） と す る 。  

 （ ５ ） 派 遣 対 象 国  

   限 定 さ れ な い が 、 Ｃ Ｌ Ａ Ｉ Ｒ が 支 援 す る の は 、 平 成 ２ ５ 年 度 に つ い て は 、

米 国 及 び 英 国 と す る 。  

（ ６ ）派 遣 先 機 関  

地 方 公共 団 体 に よ り 任 意 に決 定 さ れ る も の と する 。  

 （ ７） 派 遣 職 員 の 決 定  

原 則 とし て 、Ｔ Ｏ Ｅ Ｆ Ｌ また は Ｔ Ｏ Ｅ Ｉ Ｃ で の一 定 の 得 点 を 有 す る者 で あ

れ ば 、参 加 を 可 能 と す る 。  

た だ し、Ｃ Ｌ Ａ Ｉ Ｒ の 支 援を 受 け る こ と を 希 望す る 者 が 、（ ８ ）に定 め る

定 員 数 を 上 回 っ た 場 合 は 、総 務 省 に お い て 調 整す る こ と と す る 。  

（ ８ ） 定 員 数  

Ｃ Ｌ Ａ Ｉ Ｒ が 支 援 対 象 と す る 者 は 、 平成 ２ ５ 年 度 に つ いて は 、 米

国 及 び 英 国 で 、 最 大 で 計 １ ０ 名 程 度 （ 各 ５ 名 程 度 ） と す る 。  

一 方 、 派 遣 職 員 が 、 計 １ ０ 名 程 度 に 満 た な い 場 合 は 、 Ｊ Ｉ Ａ

Ｍ の 研 修 は 行 わ れ な い こ と も あ り う る 。  

（ ９ ）費 用 負 担 及 び 財 政 措置  

   派 遣 に 要 す る 経 費 は、派 遣 元の 地 方 公 共団 体 の 負 担 と し、当 該 費 用 に対 し 、

特 別 交 付 税 に よ り 所 要 の 措置 を 行 う 。  
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５  Ｊ Ｉ Ａ Ｍ の 支 援  

  Ｊ Ｉ Ａ Ｍ は 、国 内 に お い て 、本 プ ロ グ ラ ム 参 加 職 員 の 海 外 派 遣

及 び そ の 準 備 に 向 け て 必 要 と な る 、事 前 研 修 及 び 事 後 研 修 を 行 う

こ と と す る 。  

（ １ ） 教 養 研 修 （ 事 前 研 修 ）  

海 外 派 遣 の 準 備 と し て 必 要 な 研 修 を 行 う 。  

（ ２ ）語 学 研 修 （ 事 前 研 修 ）  

海 外 派 遣 に 有 効 な 、 実 践 的 な 英 語 力 習 得 、 語 学 能 力 の 研 鑽 の

た め に 研 修 を 行 う 。  

（ ３ ） 事 後 研 修  

派 遣 職 員 の 成 果・レ ポ ー ト 等 の 報 告 会 、事 後 的 な 確 認 を 行 う 。 

 

６  Ｃ Ｌ Ａ Ｉ Ｒ の 支 援 （ 地 方 公 共 団 体 が 選 択 ）  

Ｃ Ｌ Ａ Ｉ Ｒ は 、海 外 に お いて 、海 外事 務 所（ 平 成 ２ ５ 年度 に つ い ては 、ニ ュ

ー ヨ ー ク 事 務 所 、ロ ン ド ン事 務 所 ）を通 じ て 、本 プ ロ グ ラム 参 加 職員 の 海 外 派

遣 中 の 各 種 活 動 支 援 等 を 行う こ と と す る 。  

（ １ ） 派 遣 先 機 関 の 紹 介 等  

    具 体 的 な 要 請 に 応じ 、大 学、地 方 公 共団 体 、日系 関 係 機 関 、企 業・団 体

等 の 紹介 、 情 報 提 供 等 の 援助 を 行 う 。  

（ ２ ） 研 修  

    必 要 に 応 じ 、 海 外事 務 所 に お い て の 事前 説 明 を 行 う 。  

（ ３ ） 情 報 提 供  

    一 般 的 な 生 活 情 報等 の 提 供 を 行 う 。  

（ ４ ） 派 遣 期 間 中 の 生 活 相談  

    派 遣 期 間 を 通 じ て、 各 種 の 助 言 等 を 行う 。  

（ ５ ） 海 外 事 務 所 の 開 放  

    海 外 事 務 所 の オ フィ ス ス ペ ー ス の 提 供、 Ｏ Ａ 機 器 の 貸 与 等を 行 う 。  

（ ６ ） 活 動 支 援  

    具 体 的 な 要 請 に 応じ 、Ｃ Ｌ Ａ Ｉ Ｒ の 業務 や 実 施 事 業 へ の 体験 受 入 、各 種

活 動 に係 る ノ ウ ハ ウ の 提 供等 、 各 種 の 支 援 を 行う 。  

 

７  そ の 他  

  そ の 他 こ の 要 綱 を 実 施す る た め の 必 要 な 事項 は 、総 務省 が 別 に定 め る も の と

す る 。  
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